各位
土木学会　国際交通ネットワーク戦略研究小委員会　公募のお知らせ
国際交通ネットワーク戦略研究小委員会　委員長　黒田勝彦

　拝啓
　時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます．

この度，土木学会　国際交通ネットワーク戦略研究小委員会（委員長：黒田勝彦神戸大学教授）では，下記の通り委員を公募することとなりました．希望される方は，別紙１に必要事項を記入し，下記まで送付ください．なお，必ず希望の部会またはWGを明記してください（複数可）．また，本小委員会委員は，土木学会員でなくても応募することができます．
ご関心ある皆様の奮ってのご参加をお待ちしております．
敬具　
記

土木学会　国際交通ネットワーク戦略研究小委員会（委員長：黒田勝彦神戸大学教授）
1． 設立趣旨・活動期間等：別紙２をご覧ください．

2． 活動形態および公募内容：本小委員会は，２つの部会（A.戦略研究部会およびB.個別研究部会）と５つのWGから構成される．日頃の活動は，部会・WG単位で行う．各委員は，かならず下記の部会もしくはWGのいずれか（複数可）に所属するものとする（各部会・WGの詳細は別紙３をご覧ください）．

A. 戦略研究部会

B-①. 将来シナリオ・ライティングWG
B-②. 国際交通の流動予測手法に関するWG
B-③. 国際交通の政策評価手法に関するWG
B-④. 国際交通データベース構築に関するWG
B-⑤. 国際経済と政策動向に関するWG
３．問い合わせ・資料送付先：国土技術政策総合研究所　港湾研究部　柴崎
239-0826 神奈川県横須賀市長瀬3-1-1

TEL: 046-844-5028, FAX: 046-844-6029, E-MAIL: shibasaki-r92y2@ysk.nilim.go.jp
WEB: 土木計画学研究委員会HP http://www.jsce.or.jp/committee/ip/index.htm
4． 次回活動予定（全体会）：１０月７日（金）15:00～　（東京都内）

特別講師：毛里和子教授（早稲田大学政治学研究科教授，

文科省COEプログラム「現代アジア学の創生」リーダー）
（参考）国際交通ネットワーク戦略研究小委員会の全体構成
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基礎的研究分野

政策応用研究分野

B. 個別研究部会

活動期間：2005年より3年間

（委員長：黒田勝彦 神戸大教授）

（部会長：家田仁 東京大学教授）

（部会長：広瀬宗一 国土技術政策総合研究所副所長）


別紙１

FAX to 国土技術政策総合研究所　港湾研究部　柴崎　046-844-6029

または　E-MAIL to shibasaki-r92y2@ysk.nilim.go.jp

土木学会　国際交通ネットワーク戦略研究小委員会　応募用紙
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（上記内容はすべて名簿に掲載させていただきます）

◆希望する部会またはWG（○をつけて下さい．複数可）
（　　）A. 戦略研究部会

（　　）B-①. 将来シナリオ・ライティングWG

（　　）B-②. 国際交通の流動予測手法に関するWG

（　　）B-③. 国際交通の政策評価手法に関するWG

（　　）B-④. 国際交通データベース構築に関するWG

（　　）B-⑤. 国際経済と政策動向に関するWG
◆10月7日（金）の委員会（15:00-，東京）に

参加
・　不参加

◆その他質問・連絡事項，要望など（幹事をやっていただける方も募集しています）

別紙２
土木学会　国際交通ネットワーク戦略研究小委員会について（案）

○名称

　国際交通ネットワーク戦略研究小委員会
○小委員会設置の背景

冷戦構造の終結とともに，世界の市場は単一の自由競争市場に統一されつつあり，市場競争は激化の一途を辿っている．市場の自由化は交通・通信ネットワークを介して地域・都市を否応なく国際競争の渦に巻き込んでいる．したがって，国際交通ネットワーク産業の持つ意味は，過去とは全く異なり極めて重要な位置を占めつつある．国際交通ネットワーク産業の代表である国際航空輸送市場や国際海運市場も同様である．
航空市場では１９７８年に始まった米国航空市場における規制緩和に引き続き，ＥＵを初めとする国際的な航空市場の規制緩和が拡大し，オープンスカイ政策の名の下に航空市場での競争が激化，それまでの市場の様相は一変した．一方，海運市場においても同盟船社による安定的市場から，いわゆる盟外船社の台頭によって北米～東アジア，欧州～東アジアを結ぶ基幹航路での競争が激化している．
これらネットワーク輸送サービス産業の競争激化のもう一つの背景にはＩＴの急速な進歩がある．ＩＴで武装したネットワーク輸送産業は今や市場をして「完全情報市場」としていると言っても過言ではない．あらゆるエヤーラインや船社はＩＴによって旅客・荷主の行動や選好を容易に把握出来るし，その変化への対応も素早い．その意味で，世界市場は情報競争市場であるとも言える．このような世界規模の競争は経済をして「センター機能」と「周辺機能」の２極分化を促している．ハブ・スポークス型ネットワークは規模の経済，情報集中の経済を享受させ，かってない市場規模を実現させている．しかしながら一方ではハブ故の不経済も発生させている．例えば，巨大ハブ空港での混雑は多大の遅延損失をもたらしている．これらのデメリットの間隙を縫って，米国や東アジアではポイントツーポイント輸送を担ういわゆるローコストキャリヤーが勢力を拡大しており，これらのエヤーラインや船社の存在や行動は従前の理論では十分な説明が出来ない．しかも，東アジアでは世界の工場と言われつつある中国を抱え，人，モノ，情報，金の動きが急速に変化し，国際インフラの整備水準や運営が国際市場にも多大の影響を及ぼす時代となっている．また，今後は，自由貿易協定の締結などの経済統合化（FTA・EPA）などの動きがさらに活発になると予想され，アジア経済圏の様々な成長シナリオを比較・検討したうえで，我が国やアジア諸国の発展の方向性を議論する必要がある．

以上のことから，土木計画，経済，ＯＲの分野を専門とする研究者が相互の協力の下で総合的に研究を進め，国家としてとるべきインフラ整備や運営の戦略を体系的に研究する必要がある．

○ミッション

上記背景を受け，本小委員会は，我が国およびアジア圏の経済活動を支える国際貨物・旅客の円滑な流動の実現に向けた，国際交通ネットワークの構築に関する諸問題の検討を，学術面から行うことを目的として設置するものである．具体的には，年1回程度のペースで講演会・シンポジウムを開催するとともに，2008年末までに，政府・学会・国際機関に対する政策提言，および図書の出版を行うことを目標とする．

○発起人（所属は2005年9月１日現在．◎は部会長・副部会長またはWG主査，●は現時点における幹事）
◆大学関係者

（委員長）黒田　勝彦　教授（神戸大学工学部）

　　　　　阿部　一知　教授（東京電機大学工学部）

◎家田　仁　教授（東京大学大学院工学系研究科）

池田　龍彦　教授（横浜国立大学大学院国際社会科学研究科）

石黒　一彦　講師（神戸大学海事科学部）

伊藤　秀和　講師（関西学院大学商学部）
今井　昭夫　教授（神戸大学海事科学部）
◎上田　孝行　教授（東京大学大学院工学系研究科）
大橋　忠宏　助教授（弘前大学人文学部）

岡本　直久　助教授（筑波大学大学院システム情報工学研究科）

◎金子　彰　教授（東洋大学国際地域学部）

黒川　久幸　助教授（東京海洋大学海洋工学部）

高田　和幸　助教授（東京電機大学理工学部）

◎竹林　幹雄　助教授（神戸大学工学部）
●堤　盛人　助教授（筑波大学大学院システム情報工学研究科）
◎土井　正幸　教授（筑波大学大学院システム情報工学研究科）

轟　朝幸　助教授（日本大学理工学部）

根本　敏則　教授（一橋大学大学院商学研究科）

花岡　伸也　助教授（アジア工科大学）

松島　格也　助教授（京都大学工学研究科）

溝上　章志　教授（熊本大学工学部）

森杉　壽芳　教授（東北大学大学院情報科学研究科）

　　　　◎屋井　鉄雄　教授（東京工業大学大学院総合理工学研究科）

山内　弘隆　教授（一橋大学大学院商学研究科）

山崎　朗　教授（中央大学経済学研究科）

山田　忠史　助教授（京都大学工学研究科）

大和　裕幸　教授（東京大学大学院新領域創成科学研究科）
◎吉田　恒昭　教授（東京大学大学院新領域創成科学研究科）
渡邊　豊　教授（東京海洋大学海洋工学部）
◆行政関係者

◎国土交通省　国土計画局　小野　憲司　計画官
国土交通省　港湾局計画課　高橋　浩二　企画調査室長
国土交通省　港湾局計画課　古市　正彦　港湾計画審査官
　国土交通省　航空局飛行場部計画課　村山　伊知郎　空港計画企画官

◎国土交通省　国土技術政策総合研究所　広瀬　宗一　副所長
国土交通省　国土技術政策総合研究所　北澤　壮介　港湾研究部長

国土交通省　国土技術政策総合研究所　大根田　秀明　空港研究部長
●国土交通省　国土技術政策総合研究所　渡部　富博　港湾システム研究室長

●国土交通省　国土技術政策総合研究所　石井　正樹　空港計画研究室長
●国土交通省　国土技術政策総合研究所　安部　智久　主任研究官
●国土交通省　国土技術政策総合研究所　石倉　智樹　主任研究官

●国土交通省　国土技術政策総合研究所　柴崎　隆一　研究官

国土交通省　国土交通政策研究所　國田　淳　研究調整官

国土交通省　東京港湾事務所　水谷　誠　所長

　　　　国土交通省　神戸港湾事務所　勝海　務　所長
独立行政法人　海上技術安全研究所　勝原　光治郎　物流研究センター長
●独立行政法人　海上技術安全研究所　小坂　浩之　研究員

　　　　独立行政法人　日本貿易振興機構　アジア経済研究所　岡本　信広　グループ長代理
（財）鉄道総合技術研究所　厲　国権　主任研究員
（財）港湾空港高度化環境研究センター　高松　亨　専務理事
　　　　（財）国際臨海開発研究センター　鈴木　純夫　調査役
○委員

大学研究者・行政関係者だけでなく，民間企業・港湾管理者等を含め，幅広い分野から公募する．
○設置機関

　土木学会の土木計画学研究委員会の小委員会として設置する．

　ただし，必ずしも委員が土木学会員である必要はない．
○活動期間等
・2005年6月の土木計画学研究委員会で立ち上げが認められた（12月に正式承認予定）．

・活動期間はおおむね3年程度を予定．

別紙３
国際交通ネットワーク戦略研究小委員会　各部会・WGの活動内容

　A. 国際交通ネットワーク戦略研究小委員会 戦略研究部会

部会長：家田仁教授（東京大学）

副部会長：竹林幹雄助教授（神戸大学）・小野憲司計画官（国土交通省国土計画局）
メンバー：黒田勝彦委員長，上記部会長・副部会長，個別研究部会各WG主査（吉田恒昭教授，屋井鉄雄教授，上田孝行教授，金子彰教授，土井正幸教授），高橋浩二港湾局企画調査室長，村山伊知郎航空局空港計画企画官＋大学研究者・官公庁・実務者などの公募メンバー

* 当部会は，実務と研究の橋渡しや政策提言を意図するものであり，各民間関係者（民間団体，ゼネコン・コンサルタント，船社・エアライン，物流企業等）や港湾・空港管理者，関係省庁等の実務者の参加を心より歓迎いたします．
○活動趣旨

　国際交通を取り巻く環境が急激に変化しているなか，そのネットワークのあり方や今後のインフラ整備・運営戦略について検討するため，『国際交通ネットワーク戦略研究小委員会』が設立された．このうち，本部会（戦略研究部会）は，次頁の図に示すように，個別の研究テーマについて検討する５つのWGにおける活動を調整し統合化を図るとともに，あわせて，国際交通分野における今後の政策および研究の方向性について，政策提言や国際的な連携・共同研究の実施などを目的とした活動を行う．
○活動内容

①委員会運営に関わる連絡・調整

②政策提言の立案・とりまとめ

・国際交通分野における現状認識・政策のあり方について中間提言
・具体的内容に踏み込んだ最終提言書を作成

③国際連携の推進

・EASTS, T-LOGなどの国際学会との連携 （共同イベント・共同研究）　

・APEC, IAPH, JAPIC, ADBなどの国際機関を通した各国実務者との連携

④シンポジウムの開催

⑤図書の出版準備　（和書・洋書）
B-① 将来シナリオ・ライティングWGの活動内容（案）　　　　　　　　　　　　
主査：吉田教授（東京大学）
○本WGの役割と目的

本WGでは，本小委員会の他のWGで検討する流動予測や政策評価で用いられる前提として必要な，アジア地域を中心とした国際交通ネットワーク分野を取り巻く長期的な環境条件（人口動態、経済社会情勢、地域統合へのビジョン、そしてこれらを踏まえた各国における運輸政策の動向や地域インフラ整備政策動向）に関する将来シナリオについて検討し，他のWGへの提案を行う．

○活動内容と方針

以下を含む長期的な環境条件の変化に関して将来シナリオの設定を行うが、確定的な将来変化予測は極めて難しいので、幅を持った数値の提示や，複数のオプションの提示等で配慮する．以下，主要な検討課題を例示する．
１）アジア地域における長期的な人口動態と経済発展のシナリオ

アジア地域の長期的人口動態はGDP水準の向上等の経済発展に大きく影響を与え、それは人・物・金・技術などの移動をもたらす．また，FTA・EPA等の2国間・多国間経済政策連携の推進はアジア域内での生産構造等の変化にともなう物流の変化の主たる要因となり、流通ネットワークの構造的変化をもたらすものと考えられる。
２）アジア地域でのクロスボーダー輸送の進展と国際交通インフラネットワークの進展

上記のアジア地域内での経済発展と構造転換連鎖と地域経済連携の進展はアジア地域の共通交通政策の必要性を大きくしている。逆に、アジア地域の共通交通政策の導入が地域経済の発展を促進している。越境輸送の需要増大と、それを円滑化するためのハードとソフトの両面でのインフラネットワークの整備がアジア開発銀行や，ＥＳＣＡＰ等を中心に進展している．これらの地域交通政策のオプションとその実効性の検討も重要である。また輸送ODの多様化に応えるべく，国際運輸企業のグローバル化やアライアンスの動向にも留意する必要がある。
３）港湾・空港の整備・開発・経営戦略の変化

アジア地域においては多様な国際交通インフラの整備・運営等の手法が存在しているが、今後のインフラ整備手法（民活・PPPなど）の深化にも留意して、インフラ整備水準の検討を行いたい。
４）運輸政策と国際協力

近年ＥＵ，ＮＡＦＴＡ等の地域ブロック化が進んでおり，特にＥＵにおいては地域競争力向上ための共通運輸政策が導入されている．アジア地域においても今後このような機運が高まる可能性が十分にあるので、近年のＧＭＳでの事例を踏まえて共通運輸政策導入の可能性も検討したい。
５）その他：運輸分野における技術革新
アジア地域におけるマルチ・モーダル輸送技術革新や航空輸送における使用機材の多様化、さらにコンテナ船の大型化等の技術革新のインパクトも考慮する必要がある。

○備考：　当WGの検討結果は，他の各WGに提案されると共に，他の各WG検討からフィードバックを得るという形で相互連携を行いつつブラッシュアップされる．
B-②. 国際交通の流動予測手法に関するWG

主査：屋井鉄雄 東京工業大学教授

○活動内容

国際海上貨物や国際航空旅客・貨物といった国際交通の流動を対象とした予測手法は，これまでにも様々なモデルが提案されているが，データの制約等やこれまで必ずしも当該分野への関心が高くなかったことなどの理由により，国内交通の流動モデルに比べると決して研究蓄積・知見が豊富とはいえない．しかしながら，『小委員会設置の背景』にも述べられている通り，国際交通分野を取り巻く状況は近年急激に変化しており，これに対応するため，的確かつ早急な政策・施策の検討・実施が必要とされている状況にある．

そこで本WGでは，以下のような活動を行うこととする．

　　① 流動予測手法が備えるべき要件の確認・再検討（施策への活用等を念頭に置いて）

　　② これまで構築されてきた手法のレビューと今後の方向性（あり方）についての議論

③ 国際交通流動を再現し，かつ国際交通に関する様々な施策についてのシミュレーションが可能な，各種の国際交通流動モデルの構築

モデルの構築にあたっては，基本的には，政策・施策評価に利用可能であることを明確に考慮しつつ，各メンバーが独立にモデル開発を行い，メンバー相互の意見交換を通じて，各モデルのフレームや手法をブラッシュアップしていくものとする．そのなかで，可能な範囲で，データベース等他WGの成果から得られるような同一の環境条件を入力し，出力結果の比較を行うこと等によって，特に政策・施策評価に用いられる際の各モデルの特長を把握することも目的とする．

○国際交通流動モデルに取り込むべき要素の例
・アジア諸国をはじめとする各国の地域経済社会構造とその変化

・アジア地域における経済連携政策および共通運輸施策

　　・アジア諸国をはじめとする各国の国際交通施策（インフラ整備・ソフト施策など）

・国際輸送市場におけるグローバル化の進行
・国際運輸企業によるアライアンスおよび輸送ネットワークの形成過程
・様々な思考様式を持つ利用者・荷主の行動パターン

・インターモーダル結節点におけるコネクティビティ（ハンドリングの効率性など）

○活動計画

　　・定期的な研究会の開催による意見交換

　　・学会における企画セッション・ミニシンポジウム等の実施

・論文集における特集の企画
B-③ 国際交通の政策評価手法に関するWG

主査：上田孝行 教授（東京大学）

○本WGの背景と目的および活動内容

国際交通に関わる政策は，空港や港湾の建設・拡張といったハードウェア整備に加え，容量配分政策，プライシング等のインフラ運用関連政策や，運航規制緩和政策等の運輸交通政策のように多様化が進んでいる．また，これらの政策の効果についても，国間貿易額変化のようなマクロ経済的レベルのものから，個別インフラにおけるコスト低下や混雑緩和のような局地的レベルのものまで，評価の視点によって様々である．国際交通政策を戦略的に推し進めるためには，一面的な政策効果評価に偏らず，多面的に評価する必要がある．

一方，我が国では国際交通を研究対象とする研究者の数は決して多いとは言えず，このため，研究において用いられる評価手法や評価対象となる政策・効果が，偏っている感がある．国際交通を適用対象としていなかった既存の評価手法においても，国際交通に特有な前提条件や市場構造等を検討することによって，応用の可能性は大きい．本WGは，国際交通関連政策による効果という共通の評価対象分野に対して，政策評価手法の開発・発展に加えて，他分野における既存の評価手法の応用方法に関する研究を行う．したがって，本WGは画一的な政策評価手法に拘ることなく，便益，経済波及効果，価格変化，インフラの収益，貿易・交通への影響など，種々の政策効果を対象に，多様な評価手法の研究を行うものである．

また，手法開発・応用にとどまらず，各種手法研究者の意見交換を通じて，各々の手法適用の前提条件や評価対象となる効果の特性を整理し，政策の多面的評価の支援を目指す．さらに，将来シナリオライティングWG・国際交通の流動予測手法に関するWGと連携し，評価対象となる政策や将来条件を共有化することにより，実務的にも貢献度の高い研究成果を狙いとする．

・評価手法に求められる視点：シナリオの多様性
評価においては，多様な将来シナリオのもとで多様な政策の効果を比較検討できるような柔軟な手法が求められる．特に，短期的シナリオと長期的シナリオのそれぞれを考慮できることが重要である．例えば，アジア諸国の経済成長シナリオ，機材・船舶・ターミナルオペレーション等の技術変化シナリオ，FDI，FTAなどの貿易政策シナリオなどをできるだけ多様に反映できる評価手法が望ましい．本WGの評価手法研究においては，多様なシナリオを考慮できる手法を目指す．

・対象となる政策・効果の例
国際的な便益帰着評価，国際インフラ施設整備による地域経済への波及効果，国際交通に関わる規制（緩和）政策，プライシング政策の評価，インフラ容量管理，配分政策の評価

・適用手法の例
国際SCGEモデル，産業連関モデル，寡占市場モデル，交通経済モデル，等

※上記は例であり，これらに限定するものではない

B-④ 国際交通データベース構築に関するWG

主査：金子教授（東洋大学）

幹事：（大学の方）・小坂（海技研）・渡部（国総研）

○活動内容（案）

国際物流や国際旅客に関しては，個別の港湾や空港における統計は勿論のこと，キャリアーである船社やエアライン等の統計，さらには貿易額に関する各国統計や，通関ベースの貨物統計など様々な統計・データが存在しており，これまでの国際交通流動などに関する研究においては，データの精度・入手性などを勘案して，個々の個別データに基づくモデル構築などが実施されてきた．

東アジアを中心とする今後の国際交通ネットワークの議論などを進めるにあたっても，これらの統計をベースにした現状の解析，それに基づく流動モデルの構築や将来シナリオ分析などを行うこととなることから，現行の各国の統計や関連機関の統計データの性格の把握はもとより，データ自体の収集を行い，今後どのような統計をどのようにデータベースしていくべきか，統計のない部分は如何に補完して今後の国際交通データベースを構築するか等について検討する必要がある．

　　特に本WGでは，様々なソースからのデータの入手・分析をはじめ，入手不可能なデータの推計方法の確立や，既存の各種データベースを統合した総合的なデータベースのあり方等にも重点を置き，実用的な観点から「使えるデータ」の提供を短期，中長期的に考えていきたい．

●研究テーマ（案）

①アジア地域における国際貨物輸送・旅客流動に関するデータの収集・分析と課題抽出など

・各種データ（貨物・旅客ＯＤ，ターミナルでの取扱量，輸送ネットワーク等）の　

　収集と基礎分析

・各種データのデータ精度・信頼性，データ不足項目の抽出等

②入手不可能データに関する推計方法の確立　（→　流動予測手法ＷＧ等への活用）　

· ＯＤ交通量の推計手法などの検討

· 国別から地域別のデータへのブレークダウン等の検討

　　

③各種データベースの統合や国際交通データのあり方について　

· 既存データの統合をはじめ，国際交通データのあり方・枠組みについての検討

●活動計画（案）

· 定期的な研究会の開催による交通データに関する情報交換・分析（上記①関連）

· ＯＤ推計方法などのコアとなる研究課題の抽出と検討　（上記②関連）

　　　　・　総合的なデータベース，国際交通データのあり方についてとりまとめ（上記③関連）　

B-⑤ 国際経済と政策動向に関するWG
主査：土井教授（筑波大学）

幹事：堤助教授（筑波大学）・（実務の方）・石井（国総研）

○活動内容

我が国の中長期的な経済成長のためには、東アジア諸国との経済協調・連携の構築が不可欠であるが、とりわけ、近年成長の著しい中国との関係のあり方がその中核をなすものであると言っても過言ではない。日本で生産したものを中国に輸出するという構図も、中国における生産性の向上により逆転するようなことも起こりうると考えられ、向こう１０～２０年の間に劇的な構造変化が生じる可能性は決して小さくはない。また、欧州における東欧諸国や、ロシア・キューバ・アフリカ諸国の動向などの新たな変化も、国際物流の将来を見通す上で軽視できないものと考えられる。

港湾や空港の整備は、単に輸送に係る時間短縮や費用節減という効果にとどまらず、新しい航路が開設できることによる交流圏域の拡大など、極めて大きな経済的効果を生み出すものである。我が国は、高度経済成長期における貿易拡大やプラザ合意後の企業の海外進出など、積極的な経済政策を打つことによって発展し、その過程で港湾・空港も重要な役割を果たしてきたと言える。

しかし、我が国の国際競争力の低下が懸念される昨今、将来に向けて産業の生き残りを賭けて打つべき経済政策は、これまで経験したことのない工夫に基づいた戦略を必要とすると考えられる。このために、国際運輸企業の経営戦略や行動の動向も踏まえ、将来の経済政策に対応して港湾・空港をどのように位置付けていくかを検討して行かなければならない。それには、国際交通ネットワークを取り巻く環境に関する将来シナリオを設定する上で不可欠な良質で適切な情報を効率良く収集し、動向を深い洞察力で把握できるようにすることが必要である。

そこで当ＷＧにおいては、国際経済と政策の動向に関する情報を効率的に収集し、小委員会の他ＷＧとの共有化を図りつつ、最新状況と将来動向を体系的に整理・分析・提言することを活動の目的とする。
